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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次 第29期中 第30期中 第31期中 第29期 第30期

会計期間

自　平成28年
　　４月１日
至　平成28年
　　９月30日

自　平成29年
　　４月１日
至　平成29年
　　９月30日

自　平成30年
　　４月１日
至　平成30年
　　９月30日

自　平成28年
　　４月１日
至　平成29年
　　３月31日

自　平成29年
　　４月１日
至　平成30年
　　３月31日

営業収益 (千円) 5,884,463 6,131,668 6,226,678 11,668,679 11,988,140

経常利益 (千円) 272,205 516,359 634,780 215,721 589,475

中間(当期)純利益 (千円) 225,886 432,997 602,333 280,510 515,170

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 50,719,000 50,719,000 50,719,000 50,719,000 50,719,000

発行済株式総数 (株) 1,014,380 1,014,380 1,014,380 1,014,380 1,014,380

　　普通株式 （株） 556,440 556,440 556,440 556,440 556,440

　　後配株式 （株） 457,940 457,940 457,940 457,940 457,940

純資産額 (千円) 38,516,116 39,003,736 39,688,243 38,570,739 39,085,910

総資産額 (千円) 215,138,311 209,994,256 206,832,378 221,126,849 216,223,644

１株当たり純資産額 (円) 37,970 38,450 39,125 38,023 38,531

１株当たり中間(当期)
純利益金額

(円) 222.68 426.85 593.79 276.53 507.86

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 17.9 18.6 19.2 17.4 18.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 3,207,341 3,451,615 3,686,520 6,071,187 6,177,803

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 614,700 384,729 1,613,540 △567,280 △2,890,541

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △6,303,563 △11,372,627 △9,498,546 △1,207,898 △6,212,095

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(千円) 3,470,150 2,711,398 3,124,361 10,247,681 7,322,847

従業員数 (名) 101 106 113 102 109
 

(注) １　当社は、中間連結財務諸表及び連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間及び連結会計年

度に係る主要な経営指標等の推移については、記載しておりません。

２　営業収益には消費税等は含んでおりません。

３　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。

４　当社は、関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益については、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。

 

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の従業員の状況

平成30年９月30日現在

従業員数(名) 113
 

(注) 従業員数は他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

 

(2) 労働組合の状況

労働組合はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。

 

２ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、本半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断

に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」につ

いて重要な変更はありません。

 

３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(業績等の概要)

(1) 業績

　　当中間会計期間は、営業収益が前年同期と比較して9千5百万円（1.5％）増加し、62億2千6百万円となりました。

　　また、営業費が4千3百万円（0.9％）増加し49億8千7百万円となりましたが、営業利益は5千1百万円（4.3％）増

　加し、12億3千8百万円となりました。

　　経常利益は、営業利益の増加に加え、支払利息が7千5百万円減少したこともあり、1億1千8百万円（22.9％）増加

　し、6億3千4百万円となりました。

　　特別利益6千2百万円を計上し、法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額の合計9千5百万円を差し引いた、中

　間純利益は、前年同期と比較して1億6千9百万円(39.1％)増加し、6億2百万円となりました。

 

 単位
前中間会計期間

(自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日)

Ⅰ　みなとみらい21線(第一種鉄道事業)

営業日数 日 183 183

期末営業距離 km 4.1 4.1

客車走行距離 千km 3,800 3,800

旅客乗車人員

定期 千人 17,950 18,737

定期外 千人 21,057 21,188

小計 千人 39,007 39,925

旅客運輸収入

定期 千円 1,719,331 1,793,376

定期外 千円 3,668,334 3,694,513

小計 千円 5,387,665 5,487,889

Ⅱ　こどもの国線(第三種鉄道事業)

営業日数 日 183 183

鉄道線路使用料収入 千円 29,504 28,997

    

運輸雑収等　計 千円 714,497 709,791

営業収益 千円 6,131,668 6,226,678
 

(注)　収入金額に消費税等は含まれておりません。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、前事業年度末に比べ41億9千8百万円（57.3％）減少し、31億2

千4百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によって得られた資金は、前年同期比2億3千4百万円（6.8％）増加し、36億8千6百万円となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）
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　投資活動においては、固定資産を取得するために12億4千2百万円の支出等がありましたが、有価証券の償還によ

り30億円の収入がありましたので、16億1千3百万円の収入超過となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動では、短期借入金及び長期借入金により16億2百万円の収入がありましたが、長期借入金および鉄道施設

長期未払金等の返済として110億4千1百万円の支出がありましたので、94億9千8百万円の支出超過となりました。

 

(生産、受注及び販売の状況)

「生産、受注及び販売の状況」につきましては、「業績」の項において記載してあります。

 

(財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析)

(1)財政状態について

当中間会計期間末においては、資産2,068億3千2百万円（前事業年度末比93億9千1百万円減）、負債1,671億4千4

百万円（同99億9千3百万円減）、純資産396億8千8百万円（同6億2百万円増）となり、自己資本比率は19.2％で前事

業年度末比1.1ポイント上昇しました。

資産の減少の主な要因は、有価証券の減少と固定資産の減価償却の進捗によるものです。負債の減少の主な要因

は、長期借入金及び鉄道施設購入長期未払金の返済によるものです。

(2)経営成績について

①営業損益

営業収益は、前中間会計期間比9千5百万円（1.5％）増加し、62億2千6百万円となりました。このうち、旅客運輸

収入は、1億円（1.9％）増加し、54億8千7百万円となりました。

　営業費は、前中間会計期間比4千3百万円（0.9％）増加し、49億8千7百万円となりました。この結果、営業利益

は、5千1百万円（4.3％）増加し、12億3千8百万円となりました。

②経常損益

経常利益は、営業利益の増加に加え、支払利息が7千5百万円減少したこともあり、1億1千8百万円(22.9％)増加し

6億3千4百万円となりました。

　　特別利益6千2百万円を計上し、法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額の合計9千5百万円を差し引いた、中

　間純利益は、前年同期と比較して1億6千9百万円(39.1％)増加し、6億2百万円となりました。

(3)キャッシュ・フローについて

　 当中間会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、前中間会計期間に比べ2億3千4百万円増加し、36億8千6

 百万円の余剰となりました。

　 投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の償還による収入が30億円と大きく、16億1千3百万円の収入超

　過となりました。

　 財務活動によるキャッシュ・フローは、鉄道建設・運輸施設整備支援機構へ31億1千5百万円の繰上償還を行った

 ことにより鉄道施設購入長期未払金の支払による支出が57億4千5百万円と大きくなり、94億9千8百万円の支出超過

 となりました。

   以上の結果、当中間会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、前事業年度末に比べ41億9千8百万円（57.3％）

 減少し、31億2千4百万円となりました。

 
４ 【経営上の重要な契約等】

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

５ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

２ 【設備の新設、除却等の計画】

当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はな

く、完了したものもありません。

　また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 612,000

後配株式 480,000

計 1,092,000(注)
 

(注) １　当社の発行可能株式総数は1,092千株とし、このうち612千株は普通株式、480千株は次の内容を有する後配

株式とします。ただし、後配株式につき、普通株式への転換があった場合には、これに相当する株式の数を

普通株式については増加し、後配株式については減じます。

(1) 後配株式に対しては普通株式に対する剰余金の配当が１株につき年5,000円未満の場合は剰余金の配当

はしません。

(2) 普通株式に対して１株につき年5,000円以上の剰余金の配当をする場合は、後配株式１株につき5,000円

を限度として剰余金の配当をします。

２　後配株式は、その株式に対する剰余金の配当開始後10事業年度を経過したときをもって後配株式１株につき

普通株式１株となります。

 

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成30年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年12月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 556,440 556,440 非上場 （注）1、2

後配株式 457,940 457,940 非上場

完全議決権株式であるが、剰
余金の配当が、普通株式に比
べ劣後する株式　　　　　
（注）1、2、3

計 1,014,380 1,014,380 ― ―
 

（注）　1.　普通株式、後配株式ともに単元株制度を採用しておりません。

　　　　2.　普通株式、後配株式ともに譲渡による取得については当社の承認が必要です。

        3.  定款において、種類株主総会の決議（会社法第322条第2項）に関する定めはしておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円)

資本準備金
残高
（千円)

平成30年9月30日 ― 1,014,380 ― 50,719,000 ― ―
 

発行済株式種類内訳は、普通株式 556,440株　後配株式 457,940株となっております。
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(5) 【大株主の状況】

①普通株式

平成30年9月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

横浜市 神奈川県横浜市中区港町一丁目１番地 186,000 18.34

神奈川県 神奈川県横浜市中区日本大通１番地 90,000 8.87

東京急行電鉄株式会社 東京都渋谷区南平台町５番６号 45,000 4.44

三菱地所株式会社 東京都千代田区大手町一丁目６番１号 37,800 3.73

株式会社日本政策投資銀行 東京都千代田区大手町一丁目９番６号 20,000 1.97

京浜急行電鉄株式会社 東京都港区高輪二丁目20番20号 16,800 1.66

独立行政法人都市再生機構 神奈川県横浜市中区本町六丁目50番１号 13,000 1.28

株式会社横浜銀行
神奈川県横浜市西区みなとみらい
三丁目１番１号

11,862 1.17

相鉄ホールディングス株式会社 神奈川県横浜市西区北幸二丁目９番14号 10,360 1.02

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 10,155 1.00

計 － 440,977 43.47
 

 

②後配株式

平成30年9月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

横浜市 神奈川県横浜市中区港町一丁目１番地 457,940 45.14

計 ― 457,940 45.14
 

 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成30年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)

普通株式
556,440 ―

556,440
後配株式

457,940
剰余金の配当が普通株式に比べ劣後
する株式457,940

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 1,014,380 ― ―

総株主の議決権 ― 1,014,380 ―
 

② 【自己株式等】

　　該当事項はありません。
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２ 【株価の推移】

普通株式、後配株式ともに金融商品取引所非上場のため、該当事項はありません。

 
３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

 

 

EDINET提出書類

横浜高速鉄道株式会社(E04152)

半期報告書

 9/33



第５ 【経理の状況】

 

１　中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号)及

び「鉄道事業会計規則」(昭和62年運輸省令第７号)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30

日まで）の中間財務諸表について、ＥＹ新日本有限責任監査法人により中間監査を受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は、名称変更により、平成30年7月1日をもって、ＥＹ新日本有限責任監査法人とな

りました。

 

３　中間連結財務諸表について

当社は、子会社がないため中間連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

該当事項はありません。

 

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】

(1)【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成30年３月31日)
当中間会計期間
(平成30年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,432,289 3,305,826

  未収運賃 523,270 522,897

  未収金 12,201 11,345

  未収収益 123,411 143,740

  有価証券 8,000,000 -

  商品 2,690 2,285

  貯蔵品 24,736 11,240

  前払金 - 145,400

  前払費用 59,198 43,206

  その他の流動資産 4,994 20,026

  流動資産合計 11,182,794 4,205,969

 固定資産   

  鉄道事業固定資産   

   有形固定資産   

    土地 4,831,746 4,831,746

    建物 8,104,314 8,137,928

     減価償却累計額 △3,789,397 △4,001,223

     建物（純額） 4,314,917 4,136,705

    構築物 119,078,140 119,079,600

     減価償却累計額 △25,669,483 △26,660,717

     構築物（純額） 93,408,657 92,418,882

    車両 7,470,351 7,565,683

     減価償却累計額 △6,211,944 △6,298,894

     車両(純額) 1,258,406 1,266,788

    機械及び装置 2,986,507 3,029,585

     減価償却累計額 △2,018,212 △2,111,817

     機械及び装置（純額） 968,295 917,767

    工具、器具及び備品 557,484 559,390

     減価償却累計額 △342,848 △366,995

     工具、器具及び備品（純額） 214,635 192,394

    リース資産 877,042 878,122

     減価償却累計額 △154,445 △209,394

     リース資産（純額） 722,597 668,728

   無形固定資産   

    電話加入権 4,045 4,045

    相互直通施設利用権 49,700,252 49,152,090

    施設利用権 20,749,659 20,208,036

    借地権 27,797,597 27,797,597

    ソフトウエア 566,259 482,094

   鉄道事業固定資産合計 ※2,※3,※4  204,537,071 ※2,※3,※4  202,076,879

  建設仮勘定 ※2,※3  283,806 ※2,※3  317,405

  投資その他の資産   

   出資金 10 10
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成30年３月31日)
当中間会計期間
(平成30年９月30日)

   長期前払費用 9,313 3,104

   繰延税金資産 100,896 125,422

   投資その他の資産合計 110,220 128,537

  固定資産合計 204,931,098 202,522,822

 繰延資産   

  社債発行費 109,751 103,586

  繰延資産合計 109,751 103,586

 資産合計 216,223,644 206,832,378

負債の部   

 流動負債   

  短期借入金 - 500,000

  1年内返済予定の長期借入金 ※4  10,908,847 ※4  11,206,751

  1年内に支払う鉄道施設購入長期未払金 ※4  5,718,236 ※4  5,274,422

  リース債務 118,476 118,654

  預り連絡運賃 9,692 8,585

  未払金 1,057,212 30,438

  未払費用 463,352 653,607

  未払法人税等 212,742 275,268

  未払消費税等 ※1  80,933 ※1  170,407

  預り金 38,436 26,272

  前受運賃 484,225 515,557

  前受収益 10,988 11,877

  賞与引当金 45,621 47,940

  仮受補助金 - 199,650

  その他の流動負債 1,663 1,663

  流動負債合計 19,150,430 19,041,099

 固定負債   

  社債 17,000,000 17,000,000

  長期借入金 ※4  80,423,259 ※4  75,931,674

  鉄道施設購入長期未払金 ※4  56,745,486 ※4  51,450,979

  リース債務 661,945 603,589

  長期預り金 2,876,420 2,803,165

  退職給付引当金 42,799 47,604

  車両修繕引当金 223,665 253,126

  その他の固定負債 13,727 12,895

  固定負債合計 157,987,303 148,103,035

 負債合計 177,137,734 167,144,135

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 50,719,000 50,719,000

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 △11,633,089 △11,030,756

   利益剰余金合計 △11,633,089 △11,030,756

  株主資本合計 39,085,910 39,688,243

 純資産合計 39,085,910 39,688,243

負債純資産合計 216,223,644 206,832,378
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②【中間損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

鉄道事業営業利益   

 営業収益   

  旅客運輸収入 5,387,665 5,487,889

  鉄道線路使用料収入 29,504 28,997

  駅施設貸付収入 116,498 113,014

  運輸雑収 597,999 596,777

  鉄道事業営業収益合計 6,131,668 6,226,678

 営業費   

  運送費 1,771,898 1,905,362

  一般管理費 131,343 144,885

  諸税 287,529 282,578

  減価償却費 2,753,201 2,655,006

  鉄道事業営業費合計 4,943,972 4,987,832

 鉄道事業営業利益 1,187,695 1,238,846

営業外収益   

 受取利息 33 22

 有価証券利息 132 62

 受取補償金 - 2,495

 受取事務手数料 925 1,115

 その他 135 732

 営業外収益合計 1,226 4,428

営業外費用   

 支払利息 629,141 553,917

 社債利息 29,229 40,961

 支払手数料 9,844 7,198

 社債発行費償却 4,346 6,415

 営業外費用合計 672,562 608,494

経常利益 516,359 634,780

特別利益   

 受取補償額 - 62,933

 特別利益合計 - 62,933

税引前中間純利益 516,359 697,714

法人税、住民税及び事業税 84,134 119,907

法人税等調整額 △771 △24,526

法人税等合計 83,362 95,380

中間純利益 432,997 602,333
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③【中間株主資本等変動計算書】

 前中間会計期間(自 平成29年４月１日　至 平成29年９月30日)

 (単位：千円)

 

株主資本

純資産合計
資本金

利益剰余金

株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 50,719,000 △12,148,260 △12,148,260 38,570,739 38,570,739

当中間期変動額      

中間純利益  432,997 432,997 432,997 432,997

当中間期変動額合計 - 432,997 432,997 432,997 432,997

当中間期末残高 50,719,000 △11,715,263 △11,715,263 39,003,736 39,003,736
 

 

 当中間会計期間(自 平成30年４月１日　至 平成30年９月30日)

 (単位：千円)

 

株主資本

純資産合計
資本金

利益剰余金

株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 50,719,000 △11,633,089 △11,633,089 39,085,910 39,085,910

当中間期変動額      

中間純利益  602,333 602,333 602,333 602,333

当中間期変動額合計 - 602,333 602,333 602,333 602,333

当中間期末残高 50,719,000 △11,030,756 △11,030,756 39,688,243 39,688,243
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前中間純利益 516,359 697,714

 減価償却費 2,753,201 2,655,006

 社債発行費償却 4,346 6,415

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,651 4,805

 賞与引当金の増減額（△は減少） 2,260 2,319

 車両修繕引当金の増減額(△は減少) 40,365 29,461

 受取利息及び受取配当金 △165 △85

 支払利息 658,371 594,879

 固定資産除売却損益（△は益） 873 1,742

 支払手数料 9,844 7,198

 未払消費税等の増減額（△は減少） 45,126 89,474

 
未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は
減少）

13,809 16,779

 前受運賃の増減額(△は減少) 43,763 31,331

 前受金の増減額（△は減少） 46,556 -

 未収運賃の増減額(△は増加) 13,879 372

 未収入金の増減額（△は増加） 23,202 △743

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △196,689 △151,099

 預り連絡運賃の増減額(△は減少) △2,022 △1,106

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △52,407 187,552

 その他の固定資産の増減額（△は増加） 27,636 6,209

 小計 3,951,964 4,178,229

 利息の受取額 163 85

 利息の支払額 △631,108 △603,230

 法人税等の支払額 △54,724 △74,161

 運営費にかかる補助金収入 185,319 185,597

 営業活動によるキャッシュ・フロー 3,451,615 3,686,520

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 補助金収入 - 1,600

 有形固定資産の取得による支出 △232,451 △1,242,531

 無形固定資産の取得による支出 △268,797 △250

 定期預金の払戻による収入 - 39,157

 定期預金の預入による支出 △39,157 △111,180

 有価証券の償還による収入 1,000,000 3,000,000

 長期預り金の返還による支出 △74,863 △73,255

 投資活動によるキャッシュ・フロー 384,729 1,613,540

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 - 500,000

 長期借入れによる収入 1,111,584 1,102,746

 長期借入金の返済による支出 △4,393,901 △5,296,427

 鉄道施設購入長期未払金の支払による支出 △8,033,862 △5,745,520

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △56,447 △59,345

 財務活動によるキャッシュ・フロー △11,372,627 △9,498,546

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △7,536,283 △4,198,485

現金及び現金同等物の期首残高 10,247,681 7,322,847

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1  2,711,398 ※1  3,124,361
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）によっております。

 

２  たな卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっておりま

す。

　

３　デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

　(1) デリバティブ

　　　時価法によっております。

 
４　固定資産の減価償却方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）　　　　

定額法によっております。

また、有形固定資産のうち取替資産については取替法を採用しております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

 

５　繰延資産の処理方法

　　社債を発行するために支出した費用は、社債の償還期間に応じて償却しております。

 
６　引当金の計上基準

(1) 賞与引当金

従業員への賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当中間会計期間に対応する額を計上しておりま

す。

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当中間会計期間末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る中間期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方

法を用いた簡便法を適用しております。

(3) 車両修繕引当金　

「鉄道に関する技術上の基準を定める省令」（平成13年12月25日　国土交通省令　第151号）第90条の定めによる

車両の重要部検査及び全般検査の費用に備えるため、当該検査費用の支出見込額の内、当中間会計期間末までに発

生していると見込まれる額を引当計上しております。

 

７　中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

中間キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっております。

 

８　補助金等の圧縮記帳

当社は、横浜市等より工事費等の一部として補助金・工事負担金を受けており、これらの補助金等は、鉄道事業

固定資産の取得価額及び建設仮勘定から直接減額して計上しております。　
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なお、損益計算書においては、補助金収入を特別利益に計上するとともに、鉄道事業固定資産の取得価額及び建

設仮勘定から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しております。

 

９　ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引については、特例

処理を採用しております。

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　ヘッジ手段・・・金利スワップ

　　　ヘッジ対象・・・借入金利

 (3) ヘッジ方針

　　　金利リスク管理規程に基づき、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップを行っております。

 (4) ヘッジ有効性評価の方法

　　　特例処理を採用している金利スワップ取引については、有効性の評価を省略しております。

　

10　その他中間財務諸表作成のための重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(2) 支払利息の計上の方法

鉄道建設工事に要した資金に対する支払利息で使用開始前に生じたものは建設仮勘定に計上しております。
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(表示方法の変更)

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年2月16日）を当中間会計期間の期首

　から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示する方法に変更しました。

　　この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」の「繰延税金資産」100,896千円は、「投資その他の資

　産」の「繰延税金資産」100,896千円と表示しております。
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(中間貸借対照表関係)

※１　仮払消費税等と仮受消費税等は、相殺のうえ、未払消費税等として表示しております。

 

※２（前事業年度）

補助金及び工事負担金、保険金の受入により、取得価額より控除した固定資産の圧縮累計額は、104,272,243千円

であります。

     (当中間会計期間)

補助金及び工事負担金、保険金の受入により、取得価額より控除した固定資産の圧縮累計額は、104,272,243千円

であります。

 

※３　固定資産から直接減額した圧縮額

(1) 当中間会計期間圧縮額

 
前事業年度

(平成30年３月31日)
当中間会計期間
(平成30年９月30日)

補助金・保険金収入に係る圧縮額   

鉄道事業固定資産 214,647千円 -千円

合計 214,647 -
 

 

　(2) 圧縮累計額

 
前事業年度

(平成30年３月31日)
当中間会計期間
(平成30年９月30日)

鉄道事業固定資産 104,272,243千円 104,272,243千円

合計 104,272,243 104,272,243
 

 

※４　担保に供している資産

 
前事業年度

(平成30年３月31日)
当中間会計期間
(平成30年９月30日)

鉄道財団   

土地 671,569千円 671,569千円

建物 3,468,480 3,326,542

構築物 90,932,265 89,998,473

車両 1,258,406 1,266,788

機械及び装置 958,329 909,969

無形固定資産 27,797,597 27,185,104

その他 214,635 192,394

     計 125,301,284 123,550,841
 

  上記資産を担保としている負債は次のとおりであります。

  １年内返済予定の長期借入金 3,940,380千円 3,892,080千円

 長期借入金 18,884,370 16,991,980

  １年内に支払う鉄道施設購入長期未払金 5,718,236 5,274,422

  鉄道施設購入長期未払金 56,745,486 51,450,979

計 85,288,473 77,609,461
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(中間損益計算書関係)

１ (前中間会計期間)

横浜市からの補助金による利子補給額49,236千円は、当該支払利息と相殺されているため、中間損益計算書には

計上されておりません。

(当中間会計期間)

横浜市からの補助金による利子補給額86,208千円は、当該支払利息と相殺されているため、中間損益計算書には

計上されていません。

 

２　減価償却実施額

 
前中間会計期間

(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日)

有形固定資産  1,585,464千円 1,480,806千円

無形固定資産  1,167,737 1,174,200
 

 

３　鉄道事業営業費の原価算入

(前中間会計期間)

鉄道建設に係る鉄道事業営業費は、建設原価として建設仮勘定に算入しており、当中間会計期間算入額は、2,521

千円です。

(当中間会計期間)

鉄道建設に係る鉄道事業営業費は、建設原価として建設仮勘定に算入しており、当中間会計期間算入額は、

19,084千円です。

 

４　建設工事に要した資金に対する支払利息の原価算入

(前中間会計期間)

　　　該当事項はありません。

(当中間会計期間)

　　　該当事項はありません。
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間(自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 556,440 ― ― 556,440

後配株式(株) 457,940 ― ― 457,940

計 1,014,380 ― ― 1,014,380
 

 

(変動事由の概要)

該当事項はありません。

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４　配当に関する事項

該当事項はありません。

 

当中間会計期間(自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 556,440 ― ― 556,440

後配株式(株) 457,940 ― ― 457,940

計 1,014,380 ― ― 1,014,380
 

 

(変動事由の概要)

該当事項はありません。

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４　配当に関する事項

該当事項はありません。

 

(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間会計期間

(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日)

現金及び預金勘定 2,811,540千円 3,305,826千円

計 2,811,540 3,305,826

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △100,142 △181,465

現金及び現金同等物 2,711,398 3,124,361
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(リース取引関係)

1.ファイナンス・リース取引

(1) 所有権移転外ファイナンス・リース取引

（借主側）

①リース資産の内容

有形固定資産　　　　　　　　　　　　

駅務機器

複合機

パソコン

②リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「４．固定資産の減価償却方法」に記載のとおりであります。

 

2.オペレーティング・リース取引

（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
前事業年度

(平成30年３月31日)
当中間会計期間
(平成30年９月30日)

1年内 43,686千円 20,000千円

1年超 9,914 8,185

計 53,600 28,186
 

（貸主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
前事業年度

(平成30年３月31日)
当中間会計期間
(平成30年９月30日)

1年内 20,266千円 20,545千円

1年超 414,521 404,108

計 434,787 424,654
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(金融商品関係)

金融商品の時価等に関する事項

中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

 

前事業年度（平成30年３月31日)

 貸借対照表計上額 時価 差額

(1)有価証券       

　①満期保有目的の債券 8,000,000 千円 8,000,000 千円 - 千円

資産計 8,000,000  8,000,000  -  

(1)鉄道施設購入長期未払金 62,463,723 千円 62,463,723 千円 - 千円

(2)長期借入金 91,332,107  81,436,651  9,895,455  

(3)社債 17,000,000  17,145,300  △145,300  

負債計 170,795,830  161,045,674  9,750,155  

デリバティブ取引 -  -  -  
 

 

当中間会計期間（平成30年9月30日）

 中間貸借対照表計上額 時価 差額

(1)有価証券       

　①満期保有目的の債券 - 千円 - 千円 - 千円

資産計 -  -  -  

(1)短期借入金 500,000 千円 500,000 千円 - 千円

(2)鉄道施設購入長期未払金 56,725,401  56,725,401  -  

(3)長期借入金 87,138,426  76,165,902  10,972,523  

(4)社債 17,000,000  17,051,000  △51,000  

負債計 161,363,827  150,442,304  10,921,523  

デリバティブ取引 -  -  -  
 

 

(注)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

　資産

　　(1)有価証券

　有価証券は国内譲渡性預金であり、短期に決済されるため、時価は帳簿価額と近似することから、当

該帳簿価額によっています。

　　　負債

　　　　　 (1)短期借入金

　　　　　　　 短期に決済されるため、時価は帳簿価額に近似することから、当該帳簿価額によっています。なお、

1年以内返済予定の長期借入金は含めていません。

　　(2)鉄道施設購入長期未払金

　独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構からの割賦債務でありますが、変動金利であり、時価

は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっています。なお、1年以内返済予定

の鉄道施設購入長期未払金は、鉄道施設購入長期未払金に含めて時価を表示しています。

　　(3)長期借入金

　元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割引いて算定する方法によってい

ます。変動金利による借入金は、時価が帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額に

よっています。一部の変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該

金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的

に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。なお、1年以内返済予定の長期借入

金は、長期借入金に含めて時価を表示しています。
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　 （4）社債

前事業年度

　日本証券業協会が公表する、店頭売買参考統計値に基づき算定しています。

当中間会計期間

　日本証券業協会が公表する、店頭売買参考統計値に基づき算定しています。

 

     デリバティブ取引

　　　　注記事項「デリバティブ取引関係」をご覧ください。
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(有価証券関係)

前事業年度末(平成30年３月31日)

1.満期保有目的の債券

                                                                  　　            （単位：千円）

区分 貸借対照表計上額 時価 差額

　時価が貸借対照表
　計上額を超えないもの

   

　　譲渡性預金 8,000,000 8,000,000 -

計 8,000,000 8,000,000 -
 

 

当中間会計期間末(平成30年９月30日)

1.満期保有目的の債券

                                                                  　             　（単位：千円）

区分 中間貸借対照表計上額 時価 差額

時価が中間貸借対照表
計上額を超えないもの

   

　　譲渡性預金 - - -

計 - - -
 

 

(デリバティブ取引関係)

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　　該当事項はありません。

 
２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　　金利関連

　　前事業年度（平成30年3月31日）

 
ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象
契約額等
(千円）

契約額等のうち
1年超
(千円)

時価
(千円)

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動

長期借入金 1,111,974 834,779 （注）
 

　(注)　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている

       ため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。　　　　　  

 
　　当中間会計期間（平成30年9月30日）

 

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象
契約額等　
（千円）

契約額等のうち
1年超
(千円)

時価
(千円)

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動

長期借入金 922,649 702,974 （注）
 

　(注)　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている

　　　　ため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。　　　　　　　

 
(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

 

(持分法損益等)

1.関連会社に関する事項

当社は、関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益については、記載しておりません。

 
2.開示対象特別目的会社に関する事項

当社は、開示対象特別目的会社を有しておりません。
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(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(賃貸等不動産関係)

　　　　重要性がないため、記載を省略しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、鉄道事業のみの単一セグメントですので、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前中間会計期間(自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日)

      　1.製品及びサービスごとの情報

   （単位：千円）

 旅客運輸 その他 合計

外部顧客への営業収益 5,387,665 744,002 6,131,668
 

 

      　2.地域ごとの情報

　　　　　(1)営業収益

当社の営業収益は、全て本邦の外部顧客への営業収益であるため、記載を省略しております。

　　　　　(2)有形固定資産

当社の有形固定資産は、全て本邦に所在しているため、記載を省略しております。

      　3.主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、中間損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないため、記載はあ

りません。

 

当中間会計期間(自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日)

      　1.製品及びサービスごとの情報

   （単位：千円）

 旅客運輸 その他 合計

外部顧客への営業収益 5,487,889 738,788 6,226,678
 

 

      　2.地域ごとの情報

　　　　　(1)営業収益

当社の営業収益は、全て本邦の外部顧客への営業収益であるため、記載を省略しております。

　　　　　(2)有形固定資産

当社の有形固定資産は、全て本邦に所在しているため、記載を省略しております。

      　3.主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、中間損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないため、記載はあ

りません。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

      該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

      該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

      該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 

１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。　

項目
前事業年度

（平成30年３月31日）
当中間会計期間

（平成30年９月30日）

（１）　１株当たり純資産額 38,531 円 39,125円

　（算定上の基礎）   

　　純資産の部の合計額（千円） 39,085,910 39,688,243

　　純資産の部の合計額から控除する金額（千円） - -
　　普通株式（普通株式と同等の株式を含む）に係る
　　中間期末（期末）の純資産額（千円） 39,085,910 39,688,243
　　普通株式（普通株式と同等の株式を含む）の発行済
　　株式数（株）   

　　　　普通株式 556,440 556,440

　　　　後配株式 457,940 457,940

　　　　　　計 1,014,380 1,014,380
　 １株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末
　（期末）の普通株式（普通株式と同等の株式を含む）
　　の数（株）   

　　　　普通株式 556,440 556,440

　　　　後配株式 457,940 457,940

　　　　　　計 1,014,380 1,014,380

   

   

項目
前中間会計期間　　　　
（自　平成29年４月１日
  至　平成29年9月30日）

当中間会計期間　　　　
（自　平成30年４月１日
  至　平成30年9月30日）

（２）　１株当たり中間純利益金額
　　　　

426.85円 593.79円

　（算定上の基礎）   

　　中間純利益金額（千円） 432,997 602,333

　　普通株主に帰属しない金額（千円） - -
   普通株式（普通株式と同等の株式を含む）に係る
   中間純利益金額（千円）

432,997 602,333

　　普通株式（普通株式と同等の株式を含む）の期中
　　平均株式数（株）   

　　　　普通株式 556,440 556,440

　　　　後配株式 457,940 457,940

　　　　　　計 1,014,380 1,014,380
 

（注）なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。　　　　　　

　　　

(重要な後発事象)

 当社は、平成29年9月26日開催の取締役会の決議に基づき、平成30年12月14日を払込期日とする「第４回無担保

社債」を発行しました。

　その概要は次のとおりです。

 第４回無担保社債

発行総額 60億円

発行価額 各社債の金額100円につき金100円

利率 年0.445％

償還期日 平成40年12月14日

使途
鉄道施設購入長期未払金返済資金及び
借入金返済資金

 

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第30期(自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日)平成30年6月22日関東財務局長に提出。

 

(2）発行登録書追補書類(普通社債）及びその添付書類

平成30年12月7日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

 

平成３０年１２月２０日

 

横 浜 高 速 鉄 道 株 式 会 社

取 締 役 会　　御　中

 

E Y 新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 奥 見 正 浩 ㊞
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 浜 田 陽 介 ㊞
 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている横浜高速鉄道株式会社の平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの第

３１期事業年度の中間会計期間(平成３０年４月１日から平成３０年９月３０日まで)に係る中間財務諸

表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、中間キャッシュ・フ

ロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中

間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示

のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び

運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査

の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中

間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの

合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施すること

を求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比

べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断によ

り、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中

心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制

の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状

況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する

内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。
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中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、横浜高速鉄道株式会社の平成３０年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間会計期間(平成３０年４月１日から平成３０年９月３０日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　　上
 

 

（注）１　上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは中間監査の対象には含まれていません。
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